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第10章 日豪資源貿易のあり方

小 ′島 清

10.1. オー'二一 ･イソクーデペ ソデソスか

一次産品 (地下資源と農牧産品)につき ｢日本はオース トラリアに首板っ子

をおさえられており,逆にオー･ストラリアは日本に丸がかえにされている｣と

いわれる.それほど緊密な相互依存関係を発展させてきたのだ.日本は近年鉄

鉱石輸入の47%をオース トラt)アから仰いでいるが,オース トラt)アは鉄鉱石

輸出の実に85%を日本に向けていることになる.こういった関係は,ボーキ

サイト,石炭,ニ ッケル (将来はウラニウム,液化天然ガス,鍋- パプア･

ニューギニアを含めると- )など資源産品と羊毛,牛肉,小麦,砂糖など農

牧産品についても見られる.

このような一次産品についての高度の日豪貿易依存関係は,ゆき過ぎ(overt

interdependence) で危険を含んでいはしまいかという反省が出されている.

しかしそれは両国産業構造の補完性,比較生産費の大幅な違いから生まれる,

きわめて利益の大きい補完的貿易の反映,その自然の結果に外ならない.その

上,両国間の地理的近接性や政治的安定性が相互依存関係をいっそう強めたの

だ.したがって相互依存度がいっそう高まることを歓迎すべきであり,それを

確実にし促進するためのビジネスおよび政府間の取決め,さらに相互理解の深

化拡充のためのより広い措置が必要である.これが基本路線である.

以下本章では,日豪間の鉄鉱石に関する長期契約を1つの代表例 として取

上げ,それが両国にとって大きな利益を分かちあえる大規模開発を可能にした

ことを先ず明らかにする.この日本型 ｢開発輸入一長期契約｣方式によって,
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鉄鉱石,原料炭など重要資源につき3カ国く･らいから輸入必要量の4分の3以

上を有利に調達し (かれらをmajorsuppliersにする),かれらにとって日本が

dominantbuyerであるとい う,dominantbuyer一majorsuppliersrelation

をうちたてることができた.たしかに日本は特定資源入手につき3-4の国に

首板っ子をおさえられる (もともと資源不足のEl本はどこかの供給国に首放っ

子をおさえられるのだから,それはやむをえまい)のだが,上のような関係が

樹立できる場合には,丸がかえしているドミナソト･′くイヤーの方が有利な地

位に立ちうるのである.日本型 ｢開発輸入一長期契約方式｣を日本の資源保障

政策の基軸に据えるべきであるというのが,本章の1つの結論である.ただ,

砂糖などに見られるように,日本が ドミナント･バイヤ-でない場合には,こ

の方式を適用すること (オーストラリア側はそれを望んだ)は危険であること

に注意しなければならない.

たしかに,1960年代の日本のすはらしい重化学工業化の成功につれ,日豪間

資源貿易は順風満帆の発展をとげた.それが1973年10月の石油ショックを契機

とする世界的リセッショソの結果,両国間にいくつかの困難,コソ7リクト,

さらには悪感情さえまき起こしている.だが,これらは短期的調整の問題であ

り,相互理解と話し合いにより,遠からず解決されうる性格のものである.む

しろオーストラ1)ア側のより重大な関心事は日本経済の長期進路である.その

見通し難,気迷いこそ心配の種なのである.確固たる長期進路を打ち立て,そ

れに基づいてオーストラ1)ア資源の新規開発計画をもち,無理のない長期契約

を取決め,いったん決めたら遵守するといった基本態度の確立こそ今日最も要

請されていることなのである.

10･2･ 日本型 ｢開発輸入一長期契約方式｣

(1) 欧米型と日本型

石油,鉱物資源をはじめプラ'/チ-デコンによる農産物に至るまで,一次産

品の開発と貿易は,欧米先進諸国では長い歴史をもち,垂直統合企業たる巨大
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多国籍企業によるcaptivedevelopment(以下自社開発と訳す)によるものが

ほとんどであり,典型であった.つまり,未開発地域に開発利権 (concession)

を待,100パーセント所有の直接投資を行なって,一完全に自社支配のもとで資

源の開発採取をする.しかもこのアブストリーム (上流)活動だけでなく,運

送,精製,販売など,すべてのダウンストリーム (下流)活動をも垂直的に統

合し(verticalintegration),世界にまたがる生産 ･流通･飯売 ･財務の世界的

戦略によって膨大な独占利潤を獲得している.狙いは当該産業につし:ての独占

的ないし寡占的な世界支配である.セブソ･メジャーズといわれるものから成

り立つ石油産業に,その典型を見出すことができる.この型を以下では,欧米

型 ｢自社開発一垂直統合方式｣と呼ぶことにしたい.この伝統的資源保障方式

が,チリやペルーによる銅鉱山の国有化,OPEC諸国によるパーティシペイシ

ョソ (事業参加)など,開発途上国資源ナショナリズムによる攻撃に遭って,

最近大きく変容し,次に述べる日本型と接近し類似の役割になってきつつある

ことに注目せねばならない.

日本のとってきた資源入手 ･確保政策は著しく異なっている.それは,あく

まで日本への資源産品輸入を目的とするものであり(欧米型の場合は世界中ど

こへでも有利なところへ販売することから利益をうるのを目的としている),

資源開発のためには,必要やむをえない場合に限り最小限の開発参加 (融資買

鉱,生産物分与productionsharingとか,10-30%程度の資本参加)をするが,

欧米型のように100パ-セソト所有支配の自社開発,したがってアブスト1)-

ムでの利益をめざすわけではない.そして欧米型のように生産 ･精製 ･流通 ･

販売にまたがる企業の垂直統合をやるのでほなく,｢長期購買契約｣を基軸 と
してあくまで日本への輸入を安定的に確保しようとしている.こういった ｢日

本型資源保障｣の特色を ｢開発輸入一長期契約方式｣と要約しておいてよかろ

ラ.

日本型 ｢開発輸入一長期契約方式｣が資源産品について生まれてきた理由な

いし必然性は,購買者としての日本側と供給者としての相手国側の双方にある

が,両者に共通な点は,(1)latecomer-新登場者であること,(p)需要量および
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供給量の巨大さ,あるいは 1umpiness(固塊性)である.日本は,重化学工業

化を漸く1960年代に急速に達成した.鉄鋼に例をとると,粗鋼生産高は1962年

の2755万 トソから72年の9690万 トンへ3.5倍化した.これに伴い日本の鉄鉱石

輸入は,2172万 トンから1億550万 トソに5倍化した.この11年間の単純平均

でみると年間760万 トソの固塊性輸入増加をみたのである:最初はスポッT.買

いで足りたのであるが,このような巨大な新規需要を満たすためiこほ,それに

対応する巨大な新規供給者を見出し,新方式により安定確保をはからねはなら

なかった.そういう膨大な富鉱をもつ新参供給者として最初にイソドが,次い

でオーストラリアとブラジルが登場したのである.

なぜ日本がそれら新参供給者と結びついたか.1つは,欧米の多国籍企業に

よって開発採掘が先占されている地域には,新登場者としての日本が参入でき

ないこと,また部分的に参加しても不利であったことである.もう1つは,そ

れら新参供給者は,大なり小なり資源ナショナリズムの高まりをすでにもって

おり,また開発のための資本も技術もかなり備えており,決定的に不足してい

たのは巨大なアウトレット(市場)の保証であった.それに日本の巨大な新規

需要がちょうど見合ったのである.したがってそれら新参者は,欧米型多国籍

企業による開発を好まず,基本的に需要だけを保証する長期購買契約をプリフ

ァーし,開発のための日本の参加も,かれらが支配されないような必要最小限

であることを好んだのである.日本型 ｢開発輸入一長期契約方式｣が,産出国

のナショナリズムを十分に満たすことができる方式であることに注目しなけれ

ばならない.他方それは,必要資源のすべてを自社開発で獲得するには到底資

本も技術も大幅に不足する日本にとっては,可能な唯一の方式で-もあるのであ

る.

(2)長期契約の利点

鉄鉱石のごとき地下資源の開発には,(1)巨額の資本,(｡)高度な開発 ･生産技

節,銅大きな販売市場,この3つが必要とされる.この3つを一括し開発をす

るのが,欧米型多国籍企業ざこよる ｢自社開発一垂直統合方式｣である.しかし

資本も技術も資源保有国に相当に備っているとか,合弁企業をつくり外国か



232 第3部 政策的研究

らの支援を最小限にとどめてもやれるという場合に,なお欠けてt､る最大の要

因たる ｢市場の保証｣を与えるのが,価格と数量を長期にわたり予約する完全

長期契約なのである.開発-の資本参加は最小限にとどめ- それが資源保有

国の資源ナショナリズムに沿う- ,市場保証を与えることを主目的とするの

が,日本型 ｢開発輸入-長期契約方式｣なのである.

だが資源開発になぜ市場保証が必要不可欠であるのか.そ担t,富鉱の大規

模開発が必要とされるからである.従来の常識では,年産500万 トソの規模を

もてば引合うとされたが,近年は1000万 トソ～2000万 トンの規模のものが通常

化している.こういった大規模開発は巨額の投資を必要とするし,高度の技術

も不可欠だが,1つの開発による固塊的供給増加はそれに見合う巨大需要市場

の保証がなければ,世界の需要と価格を激変させてしまうであろう.また生産

開始までの懐妊期間も3年位と長いから,その間に市況の悪化が生ずれば,引

合わなくなってしまう.つまり大規模開発のリスクは大きいので,自由市場を

目当てにしたのでは開発は敢行しえない∴大量の安定した需要の保証が不可欠

である.1960年代における日本の鉄鉱石需要の増大とオーストラ1)アでの富鉱

の発見が,ちょうど見合ったのである.大量供給と大量需要の見合いというこ

とが,長期契約方式成功の1つの重要条件である.大量市場の保証なくしては

大規模開発を敢行しえなかったという意味で,長期契約は大規模資源開発のス

ターターでありその促進者たる役割を果たしたのである.

しかしながら,長期契約は,資源産出国と輸入国の双方が分かちあえる利益

が生み出されるのでなければ成功しえないし,永続しえないことはいうまでも

ない.その利益というのは,大規模開発と大量取引に伴う各種の規模経済,つ

まり実質資源の節約である.すなわち,

(Dlつの鉱山は十分な富鉱埋蔵量をもつものであり,大規模な採掘,選別施

設を備えるので,生産上の規模経済が働き,逓減コストを実現できる.これをま

生産量が増え,経験を積むに従ってラーニソグ･プpセス (学習過程)が進む

ことからも生ずる.

②処女埠で,海岸から400km～1000kmも内陸に鉱床がある場合が多いが,
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鉄道敷設,タウソの建設などイソプラストラクチュアも,大規模開発なるかゆ

えに可能となり,それが生産物のコストを低める.

③大量取引であるから各種の取引コストの節約が可能となる.そのうち先ず

オーストラリアが日本と地理的に近く,ノくルキー産品輸送上の自然的優位をも

っていたことはいうまでもない.日豪間は3700海里なのに,豪欧間は1万1450

海里,豪米間は1万1980海里である.なおすく一後で問題になる日･ブラジル間

は1万1606海里である.

④大量取引であるので,大型専用船を就航させることができ,単位当り輸送

コス トが大幅に節約できる.たとえば6万 トソDW型では,蒙日間の輸送コス

Atを100とすると,豪欧間は185,豪米間は188であるが,16万 トン型を用い

ると豪日間は81に節約されるのである.●っいでに遠距離のブラジルからの鉄鉱

石輸入が引合うようになったのは,大型兼用船での石油と鉄鉱石の三角輸送の

開発による輸送コストの節約に負うところが多いことを指摘しておこラ.つま

り日本からペルシャ湾まで空船,そこで原油を積込みヨーPvJ,くに輸送する.

ヨーロッパからブラジルまで空船,そこで鉱石を積込み日本へ輸送するという

のである.鉄鉱石輸送負担分はヨーロッパ-ブラジルー日本の間であり54日に

なる∴日本とブラジルの間を直接に運航する場合の72日にくらべ著しいコスト

節約になる.

⑤大型専用船の活用につれ,大型の専用港湾が積由地,荷揚地双方に整備さ

れ,高能率の荷役設備も備えつけられる.これにより滞船日数が縮められるこ

とも伴って,環込みや荷揚げも含めた輸送コストを節約できる.

⑥その他,契約事務,通関事務,配船,代金決済などの取引コストも,大量

かつ標準化された取引であるので節約できる.その点で商社の貢献も大きい.

⑦1つの鉱山からほとんど全量を買いつけ_るので,日本のユーザーに向いた

品質のものに専門化させることができる.これは買い手にとってきわめて有利

な点である.しかし豪側生産者にとっては,他市場に販路を分散しにくくな

る.したがって日本の需要変動をもろにかぶるといった問題をもたらす.豪側

の不平の1つの原因である.
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以上のような規模経済の実現による実質資源の節約こそ,完全長期契約を魅

力あるものたらしめる源泉である.この利益を資源産出国と輸入国がどう分か

ち合うかが,長期契約とくにその価格の決め方,改訂など実施上の問題であ

り,ノミ-ゲニソグの余地があり,コンフリクト発生の原因となるのである.

(3) 規模経済モデル

そこで長期契約を簡単な1つのモデルによって解明して黍羊う.｢規模経済

モデル｣と名づけておくが,動態的幼稚産業保護論と叛似の考え方に立脚して

いる.

図10-1において OP.Vは鉄鉱石の世界市場価格 (CIF)であり,日本も長

期契約以外の第三国からの輸入はこの価格になるし,オーストラリアからヨー

ロッパへの輸出はこの価格で販売されるものとする.CC′曲線は,日本との長

期契約のもとで開発されたオーストラ1)アのある鉱山の長期 (overtime)生産

コスト曲線で,生産費がある一定規模に達するまでコス トが逓減 し,それ以

級,ある一定の生産量の範囲ではコストが一定であるとする.これは既述の生

産上の規模経済利益に基づく.

Q' Q 教皇

図 10-1次に TTJ曲線は,生産コストに,対日供給取引

コストをつけ加えた,対日供給曲線である.CC'曲線と,TT'曲線のひらき (
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他の対日取引コストに相当するが,これもやはり一定規模に達するまで規模経

済が働き逓減するものとしている.

ss′曲線はオーストラt)アの対ヨ-｡ッバ供給曲線である.そこではCC'曲

線のひらきに相当する対欧取引コストが対日供給の場合よりも余分にかかるだ

けでなく,規模経済を実現しえず,一定であると仮定してある.

さて生産の初期段階で生産規模が小さい間は,生産費が世界価格を上回る.

とのpスを意に介せず開発をスタ-トさせるのが,大量を一定価格で購買する

という完全長期契約,つまり市場の保証なのである.長期契約価格がどのよう

に決まるかは後に詳しく検討するが,それが QPJ'に決まったとしよう.これ

はEI本への到達価格 (CIF)である.積出し価格 (FOB)はQPIJから取引コ

ストC′T'を差し引いたものである.また長期供給-引取量は年間 00 であ

るとする.

日豪双方が分かち合える実質資源の節約,つまり利益はどれだけになるであ

ろうか.規模経済が十分に達成され,低いコソスタント コストに到達した状

態について考えてみよう.世界市場価格 QPIwで日本が入手する場合にくら

べ,オーストラリアの生産コストに対日供給取引コストを加えたもの,つまり

QT'が,どれだけ単位当たりコスト節約をもたらすかである.それは T'P′V

となる.これが日豪双方が分かちあえる長期契約による大規模開発の利益に外

ならない.

欧米型 ｢自社開発一垂直統合方式｣の場合は,この利益を,ごくわずかな利

権料支払いを別として,当該多国籍企業がひとり占めすることになる.この点

が資源保有国から非難されたのである.日本型の場合はこの利益を長期契約価

格取決めのノミ-ゲニソグによって双方が分かち合うことになる.長契価格が

QP')である場合には,産出国側の利益は鉱石単位当たりT′P'Jになるし,檎

入国側の利益は P/P′.Qになる.そういう利益が双方にもたらされる限り,長

期契約は成功するし,永続するのである.

長契価格の決まる上限は QP′."下限はQT′であるが,この/:-ダニソクの

幅は,日豪以外の第三国市場と第三国との競争関係を考慮にいれると,若干変
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あってくる.(a)生産上の規模経済を達成した後は,オーストラリアはヨーロッ

パへの輸出も可能になる.けだし取引コスト込みの対欧供給価格は QS'で,

世界市場価格 (ヨーPヅパが第三国から入手する価格)たるQPIwより低いか

らである._だがこのような対欧輸出が可能になるのも,日豪間の長期契約に立

脚して大規模開発をやったからであることを忘れてはならない.しかしオース

トラt)ア鉱山が対欧輸出する場合の利益マージンはS′PJw荘すぎず,対日輸出

利益マ-ジソたるrP')よりはるかに小さい.したがって対日供給をプ1)ファ

ーするわけであろが,長期契約価格は,コストたる QT′に,少なくとも対欧

輸出をしたならば待られるであろ う利益S′P'Wを上乗せしたものでなければな

らないと主菜するであろう.

(b),,'ィヤーたる日本側の考慮はどんなものであろうか.日本はオーストラ1)

アとの間の同様な ｢開発輸入一長期契約方式｣に基づいてブラジルやイソドな

どから鉄鉱石を輸入している.そこで日本はたとえはブラジルとの長期契約価

格(CIF)とほぼ同じ価格でオーストラリアからも入手できるように,オース

トラt)アと交野するであろう.世界市場価格より多分低い対ブラジル長期契約

価格(CIF)が 日豪甲長期契約価格の上限となや.だが日豪間輸送費ははるか

に安いので,才 一スト.ラリアの積出価格 (FPB)はブラジルのそれよりも運賃

差だけ割高につけうるのである.

(4)若干の実証的裏づけ

図10-2は笹なはだ興味曙い.オーストラ1)アはブラジルよりも有利な積出

価格 (FOB)を享受している.積出価格はブラジル,インド(ゴア),チリがほ

ぼ同一で,競争的に決められているようにみえる.それらはいうまでもなく,

それらより高いア7-1)カの積出価格に比べても,チ-ス トラリアはいちばん有

利 ･割高な積出価格を享受している.つまり日本から見れば,運賃込みで豪州

鉄鉱石は最も襲い鉱石であるが,同時に積出価格は最も高く,輸出国として豪

州は十分な利益を享受しているとみられるのである.

図10-3に示すよ-うに,日本の鉄鉱石入着 (CIF)価格は,1961-72年の期

間,つまり｢開発輸入-1最期契約方式｣に移ってか ら,着実に低廉化してい
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下の利益は,きわめて大きかったといえよう.なお1972年を転期にして入着価

格が反転している.これはオーストラ1)アの為替切上げとイ1/フレーショソ,

それを理由とする長期契約価格改訂を反映している.

10.3. ドミナソ トバイヤー ･メイジャーサプライヤー関係
■■

日本は ｢開発輸入.一一長期契約方式｣を基本として,その主要鉱産物入手につ

いて,DominantBuyeトMajorSuppliersRelations(略してDB･MS関係)を

形成してきた.例えは鉄鉱石については,日本輸入の47.1%がオーストラリア

からであり,9.0%がブラジルから,15.0%がインドからで,3カ国合計で,

71.1%に達している(1973年).つまり3つくらいの主要供給源MSからの輸入

で必要量の4分の3くらいを調達している.他方供給者側から見ると,オース

トラリアはその鉄鉱石総輸出の85.0%を日本に向けており,ブラジルは27.3

%を,イソドは実に98.7%を日本に向けている.つまり日本はそれら3供給国

にとって (ブラジルは1973年時点やはやや違うが)支配的購買者DBの地位に

ある.このことは表10-1に見られるように他の主要鉱産物についても大体あ

てはまる.

① 相手供給国の当該産品総輸出のうち日本向けの割合 (対日輸出集中度-

A)が50%以上に達することは,日本が ドミナソト･バイヤーであること,し

たがって買手独占 (monopsony)の,i-ゲニソグ･パワーを発揮しうることを

意味しよう.これは日本の需要が大きく固塊的に増加し,それを満たすために

｢開発輸入一長期契約方式｣を推進した結果である.

② 特定供給国の対日供給が日本の総輸入に占めるシェア (日本の輸入依存

皮-B)が50%以上に達することは,特定供給国が ドミナントサプライヤーで

あること,したがって売手独占 (monopoly) のバーゲニソグパワーを発揮し

うることを意味する.しかしこのようになることは日本については稀であり,

日本の総輸入の4分の3ぐらいを,ほとんどの場合3カ国でもって供給してい

る.つまりメイジャーサプライヤーズMSを形成している.これは日本が資源
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供給源の多様化を資源確保政策の主要な柱としてきたこと,しかし多様化とは

いいながら無数にたくさんの供給源に分散するわけではなく,大規模開発と大

量取引の規模経済を実現するために,主要供給源は3つか4つに限られてきた

､からである.

③ ノミ-ゲニソグ･パワー指数C(それはAをBで割ったもの)は,各相手

国別で見て1より大きいならば,長期契約価格の決定と変更などにおいて,日

本の′し ゲニソグ･ポジショソが有利なことを意味しよう.それが1より小さ

い場合は逆である.

表10-1についてみると,

(1)日本の鉱石 (秩,原料炭,鍋,こ ./ケル,ボーキサイト,鉛,亜鉛,マソ

ガン,クローム,タソグステソの10品目)の輸入では DB･MS関係が願書で

ある.すなわち32ケース中20ケースで日本はDBであり,10ケース中8ケース

まで3つないし4つのMSに供給源を分散している.したがって32ケース中28

ケースで日本のバーゲニング･ポジショソが有利 (1以上)である.

(｡)鉱石に比べると日本の地金 (鍋,ニッケル,アルミニウム,錫の4品目)

の輸入では,日本は DBであることは少なく,供給源は MSに分散されてお

り,したがって日本のバーゲニソグ･パワーは,鉱石の場合にくらべてかなり

弱い.これは精錬事業への日本の海外開発投資は鉱石の場合にくらべてはるか

に立ち遅れているからである.アルミニウムと銅については,ごく近年,国内

精錬をあきらめ海外立地に転じた.しかしまだ小規模投資であり,大部分欧米

多国籍企業が敷いた寡占的市場構造のもと,それらから地金を購入する分が多

い.日本の精錬事業についての海外進出をどうするかは1つの重要な課題であ

る.そこではどうしても欧米多国籍企業と提携していくことが必要であろら.I

¢う参考として掲げた原油についてみると,アメI)カもそうだが日本は, ドミ

ナソトノミイヤーの地位にないし,供給源は多数に分散されているが,I,I-ゲエ

ソグ･ポジションは (対サウジアラビアを除き)強い.つまり日本は巨大な原

油需要者であるが,1供給源からの ドミナソト/くイヤーにはなれず,多数の供

給源に分散して入手せざるをえないという悩みを示している.
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襲 10-1 日本の主要鉱産物輸入 (1973)

A:対日輸出集中度 (対日輸出÷当該国総輸出)

a:日本の輸入依存度 (当該国よりの輸入÷日本の総輸入)
C:バーゲニングパワー指数 (A+B)
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要するに日本は,ーその主要鉱石の輸入について DB･MS関係を ｢開発輸入一

一･一長期契約方式｣を通じて形成することができた.これは日本にとらて有利な

資源保障方式であり,続けられるならば今後もこの方式を推進することが望ま

しい.この方式が望ましい理由は,次の諸点にある.

① 日本は巨大な資源市場を相手国に保証することにより,わずかの開発参

加によって大規模資源開発をスタートさせ,大規模生産 ･,大量取引ということ

から,日本と相手国が分かち合える諸種の規模経済,実質資源の節約という利

益を生み出すことができる.

② 日本が資源産品のドミナソトノミイヤーであり,｢開発輸入一長期契約方
式｣で大規模開発を行なった3カ国く･らいのメイジャーサプライヤーズを持つ

という関係が成立する.これは日本のバーゲニソグ･ポジショソを有利なもの

にする.とくに長期価格の設定と変更は,メイジャーサプライヤーズ問の競争

(それは望ましいことである)もあって,日本にとって有利に,少なくとも世

界自由市場価格より割安になりうる.それでも相手メイジャーサプライヤーた

ちにとっては,さきの規模経済の利益があるから,収益が大きく,歓迎される

のである.

③ 日本の当該産品輸入量がその世界的~貿易量の大きな割合を占めるなら;‥~

つまり単に日本-の各供給源にとってドミナソトバイヤーであるだけでなく,

日本が世界市場での支配的バイヤーであるならば,日本が設定し維持する長期

契約価格が世界市場価格を安定化させるのに役立つ.

◎ 日本は必要鉱石の4分の3を3つのメイジャーサプライヤ-ズからの輸

入で確保できる.残りの4分の1を世界自由市場から買付けているわけであ

畠が,その分を緩衝在庫操作と結び付けることもできる.世界市場が/くイヤー

ズ･マーケットの状況で,自由市場からの買付けを増やしてその一部を緩衝在

庫増に向ける.逆にセラーズ･マーケy トの状況で,自由価格が長期肺格を大

幅に上回る場合には,自由市場からの買付けを減らし,緩衝在庫分を放出する

のである.こうすることによって,一方,世界自由市場価格の短期的上下変動

をならし安定化するのに役立つだけでなく,長期契約運営の中に競争的要困を
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いっそう導入することができる.他方,長期契約の方は,価格も取引量も変更

することなく履行することができよう.またこの緩衝在庫操作は ドミナント/(

イヤーとしての日本側がその関心と責任と負担においてやるべきであろう.け

だしドミナソいくイヤ-であるからこそ,上のような操作が可能であるからで

ある.

たしかに日本型 ｢開発輸入一長期契約方式｣を通ずる DB･MS関係の形成

は日本にとって有利な資源保障である.だがこの方式でどこまでやっていける

のか,という点について限界があり,困難が感七られなくはない.とくに新規

資源開発が日本型方式で十分に刺激,促進されう●るかという問題がある.たし

かに日本の巨大なかたまり的需要の保証は,新規開発-の大きなインセンティ

ブである.だがそれだけでは足 りない.膨大な資本も要るし,高度の技術,戟

枕設備も,さらにリスキイな開発を敢えて行なう旺盛な企業的精神も要る.そ

ういうものはもともと欧米,とくにアメリカの多国籍企業がもっていたもの

だ.かれらのやっていた,低廉な利権料を利しての自社開発は,資源ナショナ

リズムの高まりから見てもはや許されず,考え直されねばならないが,かれら

の持っている資本,技術,企業者精神は活かされねはならず,日本もそれとの

協力によって開発を進めざるをえない.かれらが先占している富鉱の日本への

開放といったことも考えられてよい.要するに,資源保有国の資源主権と資源

ナショナリズムは尊重されなければならないがゆえに,そのマジョリティ(50

%以上)出資と,アメリカ多国籍企業の資本 ･技術,企業者精神,経営スキル

の提供と,日本の市場保証 (ならびにそれを裏づける程度の資本 ･経営参加)

という,それぞれの優位をもちよった国際合弁企業により開発することが理想

である.オーストラリア鉄鉱山の開発の成功はもともとそういう形態であった

のである.

10.4. 政治的イムプ リケ-シ ョソ

本章はEl本型 ｢開発輸入一長期契約方式｣のオーストラリア鉄鉱石開発に関
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するケース･スタディに終始した.しかし,以上の考察は,日豪資源貿易のあ

り方,ひろくは日本の資源保障に対し,幾多の政策的イムプリケ-シ_5ソを示

唆している.それを結論とし七列挙しておこう.

① 日本型 ｢開発輸入一長期契約方式｣を見直し,それを日本の資源保障政

策の中核に据えるべきであるというのが,本章の到達した1つの重要な結論で
J■

ある.この方式は,日本が資本不足であり,資源需要者,開発者としてレイト

カマーであったことなどから,やむをえず採用されたむしろウイ-ク旦資源政

策とみなされがちであった.だがそうではなく,この方式は今日およびこれか

らの世界政治経済環境の中で推進しうるユニークな資源保障方策である.巨大

な多国籍企業による欧米型 ｢自社開発一垂直統合方式｣よりはるかに優れてい

る.この点を評価し直さなければならない.しかしこの方式で日本および太

平洋地域の資源保障をはかるには,資源保有国の主導権を尊重するとともに,

アメリカ多国籍企業の資本 ･技術 ･旺盛な企業者精神,それに日本の巨大な需

要保証とそれを裏づける若干の資本参加という国際的合弁形態が理想であり,

･3着間の緊密な協力が不可欠である.そういう協調体制を太平洋 ･アジア･ラ

米地域に築きあげるべきである.

② 日本の需要がかたまり的大量であって大規模開発が刺激され規模経済が

実現するという一次産品については,開発輸入｢一長期契約方式を通じて,日本

はドミナントバイヤー･メイジャーサプライヤー関係を樹立することができ

る.これは資源産出国に大きな利益をもたらすだけでなく,日本のバーゲニソ

グ･ポジショソを有利にする.日本は資源入手の首板っ子をおさえられ,常に

弱い立場にあると懸念しがちだ.しかしそうではないのであって,枯渇が明白

な石油だけは例外であろうが,まだ無限に存在するとみなしてよい資源,また

再生産可能な農牧漁産品については, ドミナントバイヤーの万が強い立場にあ

ることを認識し直すべきである.日本が鉄鉱石供給源をブラジルなどに多様化

することをオーストラ1)アはいちばん心配ILている.3つか4つの主要供給源

をもち,自由市場購入分を緩衝在庫操作と結びつけることは,競争要田を導入

し,公正な価格を建て,それを安定化させるのケこ役立つわけで,日本とオ-ス
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トラリアその他供給国双方にとって,長い目でみればお互いに利益になること

である.

③ オーストラリアとの関係でわれわれ日本型開発方式を適用すべき対象産

品は,鉄鉱石と原料炭の新規開発に加えて,燃料炭,液化天然ガス,ウラニウ

ムなど有望な▲ものがたくさんあげられよう.最初の2つについては大いに推進

されるべきであろう.ただウラニウムに関しては,原子力発電技術がもっと進

ち,核燃料リサイクルの問題が決着するのを待つべきであり,あせって不利な

契約をつかむべきではあるまい.

④ 日本があせったがゆえに困難に陥っている1つの実例は日豪の砂糖長期

契約である.砂糖の世界総輸出のうち日本輸入の占める割合は約 13%(1973

午),オ-ストラt)アの供給シェアは11%,オーストラリアの対日輸出がその

総輸出に占める割合は29%,そしてオーストラリアからの輸入が日本の総輸入

に占める割合は26%であった.したがってバーゲニング･パワーはほぼ均等

だ.つまり日本は砂糖につき世界市場での ドミナ./トノミイヤーでもないし,対

豪関係においてもそうでない.このような特定産品の世界市場においてどちら

かといえばマージナルな二国間貿易の場合には,数量だけでなく価格まで長期

的に固定することは,供給国,輸入国のいずれにとっても困難を伴う.世界自

由市場価格への影響力をもたず,それが長期契約価格とは独立に大幅に動揺す

るからである.引取量の長期契約はするが,価格は世界市場価格によるという

緩い長期契約方式にとどめるべきである.

⑤ 日豪間でもう1つ問題なのは牛肉である.牛肉の開発輸入それ自体はお

互いに利益のあることで正しい.問題は開発輸入のラッシュと突然の停止とい

った着実性の欠除ないし無計画性である.

⑥ なまの鉱石のままでなく加工度を高めて輸出したいという要求が強い.

だが規模経済からいうと鉱石のままの輸出がいちばん利益が大きい.個々の産

品ごとに慎重に検討すべきである.オーストラリアに新しい-1Bi'製鉄所をつく

るのも一方法である.それとも東南アジアのどこかにそれをつくり,鉄鉱石と

石炭をオーストラリアから供給するという方法も考えられてよい.




